
１．貸借対照表に関する項目
コード H23年度 H24年度 H25年度

Ⅰ 資産

流動資産 ａ 7,046,618 6,495,714 4,949,421

現金・預金 ｂ 7,026,618 6,485,714 4,945,370

その他の流動資産 ｃ 20,000 10,000 4,051

固定資産 ｄ 254,605,004 254,943,230 255,002,190

基本財産 ｅ 253,916,332 254,480,248 254,693,036

基本財産以外の固定資産 ｆ 688,672 462,982 309,154

うち特定資産 ｇ

（固定資産の性質別内訳）

有形固定資産

無形固定資産

投資等

資産計 ｈ 261,651,622 261,438,944 259,951,611

Ⅱ 負債

流動負債 ｉ 3,169,604 3,499,593 4,552,535

短期借入金 ｊ
うち県からの短期借入金 ｋ

その他の流動負債 ｌ 3,169,604 3,499,593 4,552,535

固定負債 ｍ 0 0 0

長期借入金 ｎ
うち県からの長期借入金 ｏ

その他の固定負債 ｐ

負債計 ｑ 3,169,604 3,499,593 4,552,535

Ⅲ 正味財産・資本

基本金 ｒ 253,916,332 254,480,248 254,693,036
うち県の出資・出えん分 ｓ 200,000,000 200,000,000 200,000,000

基本金以外の正味財産・資本 ｔ 4,565,686 3,459,103 706,040

当期正味財産・資本増減 ｕ ▲ 2,655,352 563,916 212,788

準備金・前期繰越等 ｖ 7,221,038 2,895,187 493,252

（うち県が造成補助した取崩し型運用財産） ｗ

正味財産・資本計 ｘ 258,482,018 257,939,351 255,399,076

負債と正味財産・資本の合計 ｙ 261,651,622 261,438,944 259,951,611

【貸借対照表に関する項目の記載内容の注意事項】

※

※

参考：正味財産の内訳（新公益法人会計適用団体のみ）

コード H23年度 H24年度 H25年度

正味財産

指定正味財産 ① 253,916,332 254,480,248 254,693,036
うち基本財産への充当額 ② 253,916,332 254,480,248 254,693,036
うち特定資産への充当額 ③

一般正味財産 ④ 4,565,686 3,459,103 706,040
うち基本財産への充当額 ⑤
うち特定資産への充当額 ⑥

正味財産計 ⑦ 258,482,018 258,482,018 255,399,076

科目

（Ｄ）

科目

経営評価報告書［財務状況シート（各法人共通）］
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１－２．資産に関する項目
（単位：千円）

固定資産 a 255,002
基本財産 b 254,693

有形固定資産 c
無形固定資産 d
投資等 e 254,693

基本財産以外の固定資産 f 309
有形固定資産 g 309
無形固定資産 h
投資等 i

有形固定資産（g）の内容

無形固定資産(h)の内容

投資等(i)の内容
区分 価額（千円） 資産の保有目的

主な資産 価額（千円） 資産の保有目的

パソコンソフト 45

経営評価報告書［財務状況シート］ （Ｄ）-2 

主な資産 価額（千円） 資産の保有目的

車両運搬具 264
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２．正味財産増減計算書に関する項目
コード H23年度 H24年度 H25年度

Ⅰ 一般正味財産増減の部

経常増減の部

経常収益 ① 37,705,429 37,022,862 40,829,953

基本財産運用益 ア 2,830,000 2,830,000 2,426,307

特定資産運用益 イ

入会金・会費 ウ 1,363,000 1,195,580 1,554,000

事業収益 エ

補助金収益 オ 1,000,000

うち県からの補助金 カ

受託等収益 キ 33,086,518 32,848,610 35,654,953

うち県からの受託等収益 ク 33,086,518 32,848,610 35,654,953

うち指定管理料 ケ

負担金収益 コ 230,000

うち県からの負担金収益 サ

寄付金収益 シ 50,000

雑収益 ス 195,911 148,672 144,693

うちその他の財産の運用による利息等収益 セ

経常費用 ② 38,713,197 38,129,445 43,583,016

事業費 ソ 32,889,477 32,764,525 37,384,973

うち自主事業に係る事業費 タ 7,775,499 7,997,089 9,285,053

管理費 チ 5,823,720 5,364,920 6,198,043

（うち人件費） ツ 19,841,200 19,841,200 20,135,800

評価損益等調整前当期経常増減額（①-②） ③ ▲ 1,007,768 ▲ 1,106,583 ▲ 2,753,063

評価損益等調整額 テ

当期経常増減額（③＋テ） ④ ▲ 1,007,768 ▲ 1,106,583 ▲ 2,753,063

経常外増減の部

当期経常外増減額 ⑤ ▲ 1,647,584 0 0

経常外収益 ト

経常外費用 ナ 1,647,584

税引前当期一般正味財産増減額（④+⑤） ⑥ ▲ 2,655,352 ▲ 1,106,583 ▲ 2,753,063

法人税、住民税及び事業税 ニ

税引後当期一般正味財産増減額（⑥-ニ） ⑦ ▲ 2,655,352 ▲ 1,106,583 ▲ 2,753,063

一般正味財産期首残高 ヌ 260,573,454 4,565,686 3,459,103

一般正味財産期末残高（⑦＋ヌ） ⑧ 4,565,686 3,459,103 706,040

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 ネ 253,916,332 563,916 212,788

指定正味財産期首残高 ノ 0 253,916,332 254,480,248

指定正味財産期末残高（ネ＋ノ） ⑨ 253,916,332 254,480,248 254,693,036

Ⅲ　正味財産期末残高（⑧＋⑨） ⑩ 258,482,018 257,939,351 255,399,076

【備考】

基本財産からの取崩収入 ハ

うち県分 ヒ

特定資産からの取崩収入 フ

うち県分 ヘ

借入金収入 ホ

うち県分 マ

その他 ミ

うち県分 ム

計（ハ＋フ＋ホ＋ミ） ⑪ 0 0 0

収入計（①＋ト＋⑪） ⑫ 37,705,429 37,022,862 40,829,953

職員数〔人〕 メ 3 3 3

科目

経営評価報告書［財務状況シート（公益法人等）］ （Ｅ）
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経営評価報告書［財務状況シート（公益法人等）］ （Ｇ－１）

４．評価指標に関する項目（公益法人等）

№ 指標名 内容 H23年度 H24年度 H25年度

1 自己資本比率 x/h
総資本にしめる返済義務の無い自己資
本の割合から、外郭団体の財務基盤の
安定性・健全性をみる。

98.8% 98.7% 98.2%

2 流動比率 a/i

１年以内に返済しなければならない流
動負債に対する１年以内に資金化でき
る流動資産の比率から、外郭団体の支
払能力をみる。

222.3% 185.6% 108.7%

3 固定長期適合率 d/(m+x)

固定的な資金調達（自己資本＋長期負
債）に対する固定資産の比率から、外
郭団体の固定資産投資の安全性をみ
る。

98.5% 98.8% 99.8%

ホ/⑫

当期収入額に占める借入金収入の割
合から、外郭団体の借入金への依存度
をみることにより、財務基盤の健全性を
みる。

0.0% 0.0% 0.0%

（j+n）/h

金利負担のある負債と外郭団体等が調
達した全ての資産との比率から、外郭
団体等の調達資金の安定性と金利変
動に対する経営リスクを見る。

0.0% 0.0% 0.0%

5 人件費比率 ツ/②
当期費用に占める人件費の割合から、
外郭団体等の経営の効率性をみる。

51.3% 52.0% 46.2%

6 管理費比率 チ/②
当期費用に占める管理費の割合から、
外郭団体の経営の効率性をみる。

15.0% 14.1% 14.2%

7
職員一人あたり
事業収益額

エ/メ
職員一人あたりの事業収益の推移をみ
ることにより外郭団体の効率性をみる。

0.0 0.0 0.0

8
基本財産運用効
率

ア/e
資金運用益の状況から基本財産の運
用効率を判断する。

1.1% 1.1% 1.0%

(カ+ク+サ)/
①

経常収益に占める県からの補助金等の
割合から、財政上の県との関わりの度
合いを判断する。

87.8% 88.7% 87.3%

(1)の収益から県の指
定管理料を控除した場
合

(カ+ク+サ-
ケ)/①

(1)より、県の指定管理料を控除して算
定した依存度により、財政上の県との
関わりの度合いを判断する。

87.8% 88.7% 87.3%

(カ+ク+サ+
ヘ)/①

(1)に加え、特定資産からの取崩収入の
うち県分を加味し、財政上の県との関わ
りの度合いを判断する。

87.8% 88.7% 87.3%

(2)の収益から県の指
定管理料を控除した場
合

(カ+ク+サ+
ヘ-ケ)/①

(2)より、県の指定管理料を控除して算
定した依存度により、財政上の県との
関わりの度合いを判断する。

87.8% 88.7% 87.3%

10 受託等収益率 キ/①
経常収益の中に占める受託等の割合
から、受託事業への依存度を判断す
る。

87.8% 88.7% 87.3%

11 補助金収益率 オ/①
経常収益の中に占める補助金の割合
から、補助金収益への依存度を判断す
る。

0.0% 0.0% 2.4%

12 自主事業比率 タ/ソ
事業費に占める自主事業の割合から、
自主事業への取り組み状況を判断す
る。

23.6% 24.4% 24.8%

指標にかかるコメント等

4 借入金依存率

借入金収入÷当期収入
合計×100％

貸借対照表における
借入金計÷資産計×
100％

自
主
性

9
県への財政的依
存度

県からの収益（補助金＋受
託等＋負担金）÷経常収益
×100％・・・(1)

※参考
（(1)の収益＋特定資産から
の取崩収入のうち県分）÷
経常収益×100％・・・(2)

計算式

安
全
性
・
健
全
性

正味財産・資本計÷資
産計×100%

流動資産÷流動負債×
100%

固定資産÷（固定負債
＋正味財産・資本計）×
100%

受託等収益÷経常収益
×100％

補助金収益÷経常収益
×100％

自主事業費に係る事業
費÷事業費×100％

効
率
性

人件費÷経常費用×
100％

管理費÷経常費用×
100％

事業収益÷職員数

基本財産運用益÷基本
財産×100％
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